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1 ．はじめに
　戦後まもない昭和22年 3月に，統計の基本
法として統計法（昭和22年法律18号）が制定
され，その統計法に基づいて，国の重要な統
計調査が指定統計として指定された。多くの
指定統計は，昭和 30年代中頃には整備され，
それ以降は，経済・社会の変化に伴い新たな
分野の統計が順次整備されてきた。平成19年
の統計法改正の時点では，142の統計調査が
指定統計に指定され，そのうち55の調査が指
定統計として実施されていた。これらの整備
されてきた公的統計において，全数調査はそ
の性格から採用できる調査には限りがあるた

め，必然的に調査対象の一部を調査する標本
調査が大きな比重を占めている。
　本稿では，経済統計の分野において，統計
調査を体系的に検討することにより，標本調
査を統計調査の一形態として，統計調査全体
の中での位置付けをとらえ直すこととした。
その上で，改正された統計法（平成19年法律
53号）によって，利用が促進されているミク
ロデータからみた標本調査の整理を試みる。
最後に，ミクロデータの利用による新たな可
能性を探り，標本調査の発展性または拡張性
について展望する。

2 ．調査設計に基づく分類
　標本調査を統計調査全体の中でとらえ直す
に当たって，①調査対象が全部か一部か， 
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②調査対象が世帯・個人か事業所・企業か，
③調査でとらえるのは構造的面か変動的面か
という一般的な統計調査の 3 つの視点1）， 
④標本選定にかかる要素という標本調査特有
の視点から検討する。4つ目の視点は，後述
する 4節のミクロデータからみた標本調査の
整理において必要な要素であると考えている。

2.1　調査対象は全部か一部かという視点
　統計調査は，調査対象をすべて調査するの
か，一部を調査するかによって，全数調査2）

と標本調査に分けられる。全数調査の役割は，
第 1は経済・社会の基礎となる人口・世帯や
事業所・企業についての全体的な実態把握で
あり，第 2は標本調査における推定のための
ベンチマーク3）としての役割，第 3は標本調
査の標本抽出のためのフレーム（枠）として
の役割である。一方で，標本調査の役割は，そ
の調査の目的で掲げる分野における実態把握
である。また，標本調査における調査対象の
抽出は，基本的には全数調査の第 3の役割の
フレームを用いて行われている。
　全数調査について述べておくと，調査周期
は，後述する大規模標本調査と同様に，実務
的には経常的に実施することは無理であり，
ある一定期間ごとに実施することにならざる
を得ない。しかしながら，調査項目は，大規
模標本調査では多く，実態の詳細な把握を
行っているのに対して，全数調査では，全て
の調査対象をとらえるという性格から，調査
の実務面を考慮して，一般的に基本的属性項
目に限定されているという違いがある。

2.2　 調査対象が世帯・個人か企業・事業所
かという視点

　標本調査において，世帯・個人を対象とす
る世帯調査4）と事業所・企業を対象とする事
業所・企業調査に大別することができる。し
かしながら，詳細にみると，個人経営の事業
所（個人企業）には，事業所なのか，世帯なの

かを区別するのが容易でないものがある。さ
らに難しいのが農業，林業，漁業の分野であ
る。農家，林家，漁家は世帯であり，事業所
でもある5）。
　世帯調査においては，世帯と個人という調
査対象が異なることが考えられる6）。統計調
査においては，個人を調査する場合に，世帯
全体を調査対象として，その世帯内の世帯員
について調べられ，世帯を調査する場合にも，
世帯内の世帯員も調べられる場合が多い。そ
れは，世帯の特性をとらえるには世帯員の構
成が必要であり，個人の特性をとらえるには
個人がどのような世帯に属しているかが必要
になるからである7）。
　事業所・企業調査については，調査対象を
事業所と企業によっても分けられる。また，
事業所を対象とする調査において，調査項目
に本社の名称などを企業単位に集約できる項
目を加えることによって，事業所と企業を一
体的に把握できるようにしている。このよう
に，事業所単位でとらえていたのを，企業単
位でもとらえられるようにしているのは，開
発経費などは事業所では把握できないことや，
原材料の一括購入・配給制度，派遣従業者に
よって工場が運営されるなど，様々な経営主
体の意思決定が事業所単位では律しきれない
状況が出現しているためである8）。
　雇用に関する調査については，事業所と個
人のどちらも対象としている場合がある。例
えば，賃金構造基本統計調査は，事業所を第
一次抽出単位とし，事業所から労働者を第二
次抽出単位として抽出し，労働者の賃金構造
を把握している。雇用動向調査は，事業所を
第一次抽出単位とし，事業所から第二次抽出
単位として入職した労働者，離職した労働者
を抽出して，事業所と入職者・離職者に関す
る調査を行っている。これらの事業所内の個
人の把握は，世帯調査から把握することは困
難であるので，事業所・企業調査から把握し
ている。
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2.3　 調査でとらえるのは構造的面か変動的
面かという視点

　標本調査において，主に構造的面をとらえ
ようとしているのか，主に変動的面をとらえ
ようとしているのかという視点9）である。構
造的面をとらえる場合には，ある時点におけ
る様々な状態を詳細に調べることが求められ
る。そのためには，調査項目は多く，大規模
標本であることが望ましい。その結果として，
調査結果が得られるまでの期間が長くなり，
調査周期は間隔が長くならざるを得ない。調
査周期の間隔が長い，3年や 5年ごとに 1回
定期的に実施している調査は周期調査10）と呼
ばれている。
　一方で，変動的面をとらえる場合には，最
新の動きを把握するために，間隔の短い調査
周期で，かつ早く調査結果が求められる。そ
のためには，小規模標本にならざるを得ない。
そして，報告者負担を考えると多くの調査項
目を調べるには限界があり，限定した調査項
目にならざるを得ない。その結果として，
様々な状態を詳細に調べることはできなくな
る。このような月次または四半期の変動する
状況を調べている調査は，経常調査と呼ばれ
ている。
　この標本の規模によって，調査結果の精度
が左右されるので，周期調査か経常調査かで
統計調査データの特性は異なり，調査項目に
おいてもそうした特徴がある。

2.4　標本選定にかかる要素からの視点
　標本調査において，標本選定にかかる要素
（フレーム，標本規模，標本配分，抽出方法，
抽出率，標本交代，推定方法）の視点から考
えてみる。まず，フレームとして全数調査の
調査結果を使うのか，行政における業務上の
名簿や台帳を使うのかである。後者を使うの
は主に事業所・企業調査で，個々の産業に関
する統計調査11）である。
　また，農林水産業については，全数調査の

調査結果を使っているが，産業全体を対象と
する経済センサスとは別に農林業センサス12），
漁業センサスを母集団として，これらをフ
レームとして調査が行われている。
　次に，標本規模によって分けられる。必要
な精度を確保しつつ小地域や詳細な分類項目
を把握するためには，大規模標本が採用され，
実務上の事務量の負担を抑制しつつ全地域の
主要項目を把握するには，小規模標本が採用
されている。
　3つ目は，標本抽出において，個々の調査
対象の規模の違いによって，抽出率を変える
かどうかである。つまり，規模の大小にかか
わらず原則抽出率一定として抽出するのか，
規模の大きい場合は全てを抽出したり，抽出
率を髙くしたりするなど，規模に応じて抽出
率を変えるのかという分類である。前者は世
帯調査，後者は事業所・企業調査にほぼ相当
すると考えられる。
　標本配分や抽出方法の選択によって各調査
客体の抽出率は変化する。世帯調査の場合，
一般的に標本配分の多少，例えば，地域に応
じて標本規模を調整することによって層別の
調査世帯の抽出率は異なる。ただし，層内の
調査世帯の抽出率は世帯人員にかかわらず同
じである場合が多い13）。事業所・企業調査で
は，一般的に規模の大きい事業所・企業は全
数調査し，規模の小さい事業所・企業は抽出
調査する場合が多い。
　4つ目は，経常調査における標本交代の方
法による分類である。標本の交代方法として
は，①抽出した標本を一定期間固定して調査
する方法，②月次または四半期ごとに新たな
標本を抽出する方法，③月次または四半期ご
とに一部の標本を順次交代させる方法が考え
られる。①の方法をとるのは，事業所・企業
調査にあり，この方法では，一斉に標本が替
わるので，交代時期の調査結果にギャップが
生じる問題がある。一定期間固定しつつ，順
次交代する事業所・企業調査もあり，①と③
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とを組み合わせているととらえることができ
る。②の方法をとるのは，管見の限りどの調
査もないと思われる。③の方法をとるのが，
世帯調査では一般的である。
　5つ目は，推定方法において，どのように
母集団復元をするかである。母集団復元をす
る場合には，抽出率の逆数を復元倍率として，
母集団を推定することになる。復元し推定し
た結果と調査時点での母集団とに差異がある
と推測される場合には，復元倍率を補正して
いる。復元倍率を補正する代表的なものが比
推定14）である。推定結果が人口や世帯である
場合には，推定結果に母集団の構成の差異が
直接的に表れ，消費支出額などの平均値を推
定する場合には，直接的に推定値に表れない。
そのため，人口や世帯の推定には，一般的に
比推定を用いている。消費支出額などの推定
には，人口や世帯の構成の差異が影響すると
考えられる場合に，比推定を用いている。

3 ．標本調査の体系的整理
　ここでは，前節の分類を踏まえて，経済統
計における世帯調査の体系的整理を人口セン
サスである国勢調査を中心に，事業所・企業
調査についても事業所・企業統計調査15）を継
承した経済センサスを中心に組み立てること
を試みる。

3.1　 世帯・個人を対象とする調査（世帯調査）
　国勢調査は，後述する世帯および世帯員の
経済・社会活動の状況を知るための周期調査
や経常調査において，全数調査における 3つ
の役割のうち，標本調査のフレーム，標本設
計における層化の情報，標本抽出や結果の推
定に利用するウエイトの情報を提供している。
フレームとして利用されるのは，調査区で
あって世帯ではない，つまり，世帯調査で採
用されている二段抽出を想定すると，第二次
抽出単位としての世帯ではなく，第一次抽出
単位としての調査区のリストである。この第

3の役割に焦点を絞って，国勢調査とこれら
の標本調査が相互にどのような形で統計調査
全体の中に位置付けられるのか具体的な検討
を試みる。
　周期調査では，特定の分野の詳細な活動実
態把握をするために，相対的に調査項目が多
くかつ多様になっている。主な調査として，
社会生活基本調査，就業構造基本調査，住
宅・土地統計調査，全国消費実態調査16），国
民生活基礎調査などがある17）。社会生活基本
調査は，個人の 1日の生活時間の配分と 1年
間の生活行動の把握ができる。就業構造基本
調査は，普段の就業状態の把握が中心項目で
あり，それぞれの就業状態の詳細を把握でき
る。住宅・土地統計調査は，我が国の住宅と
そこに居住する世帯の居住状況，世帯の土地
の保有実態を把握している。全国消費実態調
査は，家計における収入・支出のフローと貯
蓄・負債のストックを把握している。国民生
活基礎調査は，3年ごとの大規模調査年にお
いて， 5 種類の調査票から構成されている。
世帯票からは世帯の基本的情報や医療保険の
加入状況，公的年金の加入・受給状況を得て
いる。所得票および貯蓄票からは所得金額や
課税等の状況を，健康票からは世帯員の自覚
症状など，介護票からは介護が必要な者等の
状況などをそれぞれ得ている。
　経常調査は，特定の分野における最新の活
動動向を把握するために，基本的なデータを
早く得ることができるようになっている。主
な調査として，労働力調査，家計調査，家計
消費状況調査，消費動向調査などがある。労
働力調査は，毎月の就業・不就業の状態を把
握している。家計調査は，毎月，家計の収入
と支出，貯蓄と負債の現在高を把握している。
家計調査では，購入頻度の少ない高額商品を
把握するには標本規模が小さく，推定誤差が
大きくなるおそれがある。そのため，家計消
費状況調査は，高額商品の消費状況がより高
い精度で把握できるように調査設計され，家
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計調査を補完する調査として位置付けられて
いる。消費動向調査は，今後の消費の動向を
予測するための調査である。
　これらの調査は，上述したように経済・社
会のそれぞれの分野の実態を把握しており，
経済・社会の全体を網羅するように，役割分
担されている。さらに，この周期調査と経常
調査は，構造的な面をとらえる調査と変動的
な面をとらえる調査と分けられるように，そ
れぞれで同じ分野において役割分担ができて
いる。具体的にいえば，全国消費実態調査に
対して家計調査（貯蓄・負債については2001

年まで貯蓄動向調査），概念的にはユージュ
アルとアクチュアル18）と異なっているものの，
就業構造基本調査に対して労働力調査（就業
状態の詳細は 2001年まで労働力調査特別調
査），住宅・土地統計調査に対応して住宅戸
数や住宅面積の毎年の変動を把握できる建築
物等実態調査19）がある。
　周期調査としての社会生活基本調査，国民
生活基礎調査に対応した経常調査は実施され
てはいない。社会生活基本調査について，生活
行動の調査20）は周期調査での把握でよいと考

えられるが，生活時間の調査は，特に子育てや
介護といった今日的な課題に関する生活の実
態をとらえるために必要である。したがって，
5年に 1度の特定の 1週間をとらえる周期的
な調査ではなく，季節性も考慮して四半期ごと
の経常調査に移行するのが望ましいと考える。
国民生活基礎調査においては，詳細な調査項
目（健康票，介護票，貯蓄票）は 3年に 1度の
大規模調査で把握，世帯の基本的な調査項目
（世帯票，所得票）は大規模調査と中間年の簡
易調査で毎年把握しているので，毎年の調査
が経常調査の一部を担っているとみなせる。
　世帯の側から経済・社会の様々な課題や変
化を把握するためには，複数の世帯調査に
よって基本的なデータを整備していくことが
必要であり，また，それらのデータを整合的
に整備することを目的として，世帯調査を体
系的に整理することは可能である。
　以上，概観してきた世帯調査について，縦
軸を国勢調査との関係と同じ分野内での構造
的な側面と変動的な側面によって，横軸は経
済・社会の分野によって，整理し図示したの
が図 1である。

図1　世帯調査の体系的整理
注 1：図は著者が作成。
注 2：上段の太枠は構造的面の調査，下段の太枠は変動的面の調査。
注 3： は，2019年現在実施されていない調査。
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　世帯調査内での関係性について述べてきた
が，後述する事業所・企業調査との関係につ
いて考える。例えば，雇用に関する労働者数，
労働時間，賃金などについて，世帯からは労
働力調査や就業構造基本調査において把握し
ている一方で，事業所・企業からは毎月勤労
統計調査や賃金構造基本統計調査において把
握している。家計調査や全国消費実態調査で
は，消費支出額や購入先形態などを把握して
いる一方で，商業統計調査や商業動態統計調
査では，小売販売額や店舗形態などを把握し
ている。同じ調査項目を世帯と事業所・企業
の両面から把握している。土地所有について，
住宅・土地統計調査は世帯の所有する土地を
把握し，法人土地・建物基本調査は企業の所
有する土地を把握し，この 2つの調査によっ
て土地の全体的な所有実態が把握できるよう
になっている。

3.2　 事業所・企業を対象とする調査（事業
所・企業調査）

　経済センサス－活動調査は事業所および企
業の経理面を含めた詳細な把握，経済センサ
ス－基礎調査は活動調査と活動調査の中間年
の基本的な情報の把握と母集団の把握や名簿
整備を行っている。経済センサスを中心に複
数の統計調査の調査結果を基に事業所母集団
データベースの整備が毎年なされている21）。
事業所母集団データベースは，経済センサス－
活動調査間の事業所，企業の名簿を提供する
こと，事業所，企業の基本的な情報を提供す
ることを役割としている。このように，経済
センサスは，標本調査のフレームとしての役
割を担っていることから，経済センサスとこ
れらの標本調査が相互にどのような形で統計
調査全体の中に位置付けられるのか具体的な
検討を試みる。
　事業所および企業の活動については，それ
ぞれの産業ごとにセンサスまたはセンサスに
近い調査が周期調査として行われている。セ

ンサスまたはセンサスに近い調査であっても，
特定の産業分野の詳細な実態把握をするため
に，相対的に調査項目が多くかつ多様になっ
ている。これらの調査は前述した大規模標本
調査の役割を担っている。主な調査として，
工業統計調査，商業統計調査22）などがある。
また，規模の面から把握しにくい個人企業に
ついて，すべての産業に亘ってはいないが，
全体的に調査しているのが，個人企業経済調
査23）である。産業別の活動把握とは別に，賃
金の面から産業全体を把握しているのは賃金
構造基本統計調査であり，研究開発の面から
産業全体を把握しているのが科学技術研究調
査である。
　経常調査は，特定の分野における最新の動
向を把握するために，基本的なデータを早く
得ることができるようになっている。主な調
査として，経済産業省生産動態統計調査，商
業動態統計調査24）などがある。サービス業に
ついては，サービス産業動向調査がある。産
業全体の雇用関係の調査としては，毎月勤労
統計調査，雇用動向調査，労働経済動向調査
などがある。毎月勤労統計調査は，賃金の面
からも産業全体を把握している。
　産業の各分野の統計調査においては，母集
団としては必ずしも経済センサス等の全数調
査の調査結果を利用するのではなく，行政に
おける業務上の名簿や台帳によっているので，
ここでの体系的整理には含めていない。そう
した統計調査としては，建築着工統計調査，
情報通信業基本調査，自動車輸送統計調査，
医療施設調査など多くの調査が該当する。産
業全体を調査対象とする法人企業統計調査，
法人企業景気予測調査でも，国税庁の名簿を
使用している。
　この周期調査と経常調査は，世帯調査と同
様に，構造的面をとらえる調査と変動的面を
とらえる調査に分けられるように，それぞれ
の分野において役割分担ができている。具体
的にいえば，工業統計調査と経済産業省生産
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動態統計調査，商業統計調査と商業動態統計
調査などである。賃金の面においては，賃金
構造基本統計調査が構造的面，毎月勤労統計
調査が変動的面と役割分担している。また，
一部の経常調査では，構造的面をとらえる調
査と変動的面をとらえる調査とを 1つの調査
内に含めている場合がある。例えば，サービ
ス産業動向調査の年次調査（拡大調査）など
である。事業所・企業調査のうちのサービス
業については，産業内での比重が大きくなっ
たものの，調査の困難さがあって，そのすべ
ての範囲を網羅する調査が実施されずにいた。
1989年にサービス業基本調査が新設され，5

年ごとに実施されていたが，経済センサス－
活動調査に統合された。さらに，2008年から
は，四半期の経常調査としてサービス産業動
向調査が実施されている。経済センサス－活
動調査がサービス業の構造的面をとらえ，
サービス産業動向調査が変動的面をとらえる
役割分担ができている。
　以上，概観してきた事業所・企業の生産活
動について，縦軸を経済センサスとの関係と
同じ分野内での構造的面と変動的面によって，
横軸は経済・社会の分野によって，体系的整
理し図示したのが図 2である。

　事業所・企業調査において，統計調査およ
び統計データが相互に整合的な形で整備され
ていない面がある。農林漁業については，経
済センサスではなく，農林業センサス，漁業
センサスの 2つのセンサスを中心に体系的に
整理される。農林漁業に関して，戦後しばら
くは産業の多くを占め，産業を支えているの
が農家，林家，漁家という種々の形態のため
に，幅広く数多くの統計が整備されている。
具体的には，①農山漁村地域の実態，②農林
水産業従事者の構造，③農林水産業の経営，
④農林水産物の生産状況など地域，生産（構
造・経営・生産）のそれぞれの面から整備が
なされている。農林業センサス，漁業センサ
スは，他の産業ごとのセンサスと同様に，詳
細な活動実態把握をするために，相対的に調
査項目が多くかつ多様になっており，大規模
標本調査の役割をも担っている。農林漁業統
計について，縦軸は農林業センサスと漁業セ
ンサスを母集団とした関係，横軸は農林漁業
統計の上記の①～④によって，体系的整理し
図示したのが図 3である。なお，他の産業の
ように，同じ分野内での構造的面と変動的面
による役割分担については，農林業センサス，
漁業センサスが構造的面を把握する調査，変

図2　事業所・企業調査の体系的整理
注1：図は著者が作成。
注2：上段の太枠は構造的面の調査，下段の太枠は変動的面の調査。
注3： は，2019年現在実施されていない調査。
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動的面をとらえるのは，農業構造動態調査，
漁業就業動向調査である。
　この節では，世帯調査と事業所・企業調査
に分けて，体系的整理を試みた。標本調査は，
元々整った体系の基に作成されているわけで
はないので，必ずしも事後において整合的に
体系化できるわけではない。しかし，体系的
整理を試みることによって，標本調査の統計
調査全体での位置付けや役割を再確認でき，
標本調査のあり方の検討や標本調査の整備に
資するものと考える。そして，その先に標本
調査のあるべき形での体系に再構築すること
が望まれる。

4 ． ミクロデータからみた標本調査の整理の
試み

4.1　ミクロデータの利用
　公的統計の統計調査は，それぞれ統計の作
成を目的として調査をしており，その目的を
果たすために，集計し推定した結果を提供し
ている。また，ミクロデータを提供すること
によって，①属性別データを自由に分類化し
て多変量解析等をする，あるいは②属性デー
タを分析課題に応じて自由に高次元クロス表
を集計することなどに利用されている。
　そうしたミクロデータの利用とは別に，ミ
クロデータを用いることによって新たな統計
を編成することもできる。異なった統計調査
間でミクロデータをリンケージすることに
よって得られるミクロデータ，同一の統計調
査内で同一対象を継続的に観察し，記録した

データとして得られるパネル化したデータな
どの新たなミクロデータによって編成する新
たな統計である。ミクロデータリンケージと
は，異なる統計間でミクロデータを照合25）し
て，統合したデータとして利用する手法のこ
とをいい，パネル化とは，ミクロデータリン
ケージによって，同一客体を継続データ，つ
まりパネルデータにすることであり，ミクロ
データリンケージを拡張または延長したとも
考えられる。このような既存の調査のミクロ
データを用いて編成する新たな統計は，統計
調査データがもつ潜在的な可能性を具現化し
たものと考えられる。
　新たな統計は，現在の統計制度の中では位
置付けられていないので，利用については，
統計法第 32条の調査票情報の二次利用およ
び第 33条の調査票情報の提供の範囲内で考
えることになる。したがって，直接的に新た
なミクロデータが提供されるということは考
えられず，利用者が新たなミクロデータを作
成する必要がある。そこで，新たなミクロ
データを作成し利用するには，第32条および
第 33条に基づいた次の 3つの方式が考えら
れる。1つは利用者自らが新たなミクロデー
タを作成し利用する方式，2つ目は新たなミ
クロデータを作成する者とそのミクロデータ
を利用する者の共同研究という方式，3つ目
はある者が一般に提供することを目的として
新たなミクロデータを作成して，提供する仕
組みを構築した上で，次に利用者がその提供
可能となった新たなミクロデータを利用する

図3　農林漁業統計調査の体系的整理
注：図は著者が作成。
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という二段階方式である。
　さらに，新たなミクロデータの提供が可能
となった場合を想定して，調査票情報の二次
的利用における匿名化について，技術的な観
点から考える。調査間のミクロデータリン
ケージによって調査項目が拡大・拡張したミ
クロデータは，元のミクロデータと同様の秘
匿措置が考えられる。同一調査で異時点間を
結合したパネルデータは，世帯調査で言えば，
同一地域に長期間居住していたということで，
特定されるリスクは高まると考えられる。そ
のため，秘匿措置のうち非攪乱的手法26）のみ
で特定されにくくするのは難しいものの，攪
乱的手法を併用することで正確な対応関係を
わからなくすることは可能と考えられる。
　このようなミクロデータの利用は，報告者
からみると報告における本来の目的ではなく，
法的，社会的課題も残っていると考えられる。
しかしながら，統計法の下では，ミクロデー
タは，社会における情報基盤であり，国民の
共通財産として位置づけられている。それゆ
えに，ミクロデータは，調査客体の秘密保護
が担保されることを前提として，広く経済・
社会における利益に適うように利用されるの
が望ましいと考える。

4.2　世帯調査の整理
　ミクロデータからみて世帯調査を整理する。
大規模標本の周期調査，具体的には社会生活
基本調査，就業構造基本調査，住宅・土地統
計調査，全国消費実態調査，国民生活基礎調
査などでは，現状において，ミクロデータリ
ンケージ27）の手法を活用することはできない。
各調査年次間において，調査客体である世帯
や個人を照合することができないためである。
そのため，疑似パネルデータを開発し，利用
することが想定される。疑似パネルデータと
は，継続的に実施される統計調査データを用
いて，個体属性が類似した客体を同一個体と
みなす統計的照合の手法を応用して，属性に

基づき集計したデータのことである。実際の
例として，全国消費実態調査，国民生活基礎
調査の疑似パネルデータを編成し公開してお
り（岩本  2000，伴・高木  2000），就業構造基
本調査でも疑似パネルデータを編成し分析に
利用している（阿部  2005）。
　完全照合による異なる調査間のミクロデー
タリンケージでは，家計調査と貯蓄動向調査
において活用することは可能である。貯蓄動
向調査（2002年に家計調査へ統合）は毎年 1

回調査されて，調査世帯は該当年において実
施された家計調査の一部の調査世帯が選ばれ
ていたからである。実際の事例として，家計
調査と貯蓄動向調査とのミクロデータリン
ケージを行い，家計の収支と資産の関係分析
を行っている（美添・荒木  2000）。
　国民生活基礎調査の調査区をマスターサン
プルとして，その調査区から一部（サブサン
プル）を再抽出して調査している複数の調査
がある。これらの調査同士は，必ずしも利用
している調査区が重なっているとは限らない
ので，ミクロデータリンケージを活用できる
のは限定的である。しかし，大規模調査年で
は，世帯票と健康票によって調査区すべての
世帯の情報をとらえるので，その年に実施さ
れる調査では，完全照合による異なる調査間
のミクロデータリンケージを活用できる。こ
のマスターサンプル方式は，ミクロデータリ
ンケージ活用の点からは，有効な方法である
ものの，報告者負担を考えると，一般的にこ
の方法をとるのは難しい。
　経常調査において，月次に一部の標本を順
次交代させる方式をとる労働力調査，家計調
査，家計消費状況調査，消費動向調査などで
は，完全照合による同一調査の異時点間のミ
クロデータリンケージを活用し，数か月間の
パネルデータとして利用できる。実際の事例
として，労働力調査では，前月と今月のミク
ロデータリンケージによるパネルデータを作
成し，フローデータとして1980年代から活用
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されている（水野  1992）。前年と今年のミク
ロデータリンケージによるパネルデータも作
成されている（山口  2014）。家計調査では 6

か月間のパネルデータを作成し，退職などの
イベントに伴って変化する家計行動の分析な
どに利用されている（宇南山  2011）。
　21世紀出生児縦断調査，21世紀成年者縦断
調査，中高年者縦断調査は，同一客体を長年
にわたって追跡調査し，同一調査客体の変化
を，時間の経過とともにとらえる調査である。
つまりパネル調査として調査設計されており，
パネルデータとして利用できる。
　標本調査によっては，1年前や 5年前など
の以前の状態を調べる調査項目を設けて，1

年間や 5年間の変動をとらえられる。例えば，
世帯動態調査は，回想方式によって調査時点
と 5年前との世帯構造の状態変化をとらえる
動態統計としてほぼ 5 年ごとに調査してお
り，パネル的なデータとして利用できる。ま
た，住宅・土地統計調査では世帯主の現在の
住居への入居時期および前住地について調査
している。就業構造基本調査では，1年前の
就業状態，前職の有無，前職の内容について
調べている。このようにパネルデータとは言
えないもの，回想方式によって異時点間の状
態の変化を把握でき，パネル的なデータとし
て利用できる。
　ミクロデータリンケージの利用においては，
いくつかの課題がある。2つの異なる調査を
ミクロデータリンケージする場合には，母集
団復元する際に，どちらの調査の乗率を用い
るかという問題が生じる。それは，どのよう
な推定値を求めるのかによると考えられ，家
計調査と貯蓄動向調査で言えば，どちらの調
査でも重複している調査世帯によって母集団
復元するのが望ましく，貯蓄動向調査の乗率
を用いるのが適切と考えられる。
　パネルデータについては，ある 1時点での
調査結果と異なり，母集団復元するための乗
率をどのように設定するかということが問わ

れる。例えば，労働力調査における前年・今
年のパネルデータは，2時点のデータを 1つ
のデータとして構築されている。このパネル
データの母集団復元を考える場合に，復元す
る時点をどの時点にするかということである。
前年の時点，今年の時点，中間時点などが考
えられるが，どの時点にしてもデータ内での
整合性をとることは難しく，利用目的にとっ
てより妥当と考えられる時点を設定する必要
がある。この場合，前年と今年の 2時点にお
ける復元が可能なように設定することもあり
得る。
　以上のように， 1 つの統計調査のミクロ
データだけでなく，複数のミクロデータを組
み合わせることも併せてみると，世帯調査は，
①疑似パネルデータ，②異なった調査間のミ
クロデータリンケージ，③同一調査内異時点
間のミクロデータリンケージ，④パネル調査
データ，⑤回想方式による動態統計の 5つの
形態に整理される。

4.3　事業所・企業調査の整理
　事業所・企業調査では，同一の統計調査内
でのパネル化や，異なった統計調査間でミク
ロデータをリンケージすることが可能である。
特に，周期調査においても，異なる調査時点
間のミクロデータリンケージによるパネル化
ができる。したがって，世帯調査の 5つの形
態ではなく，①パネル化データ，②異なった
調査間のミクロデータリンケージの 2つの形
態に整理される。
　これは，事業所・企業調査では，世帯調査
に比べて，ミクロデータを活用したミクロ
データリンケージする条件が比較的揃ってい
るからである。すなわち，個々の事業所，企
業に統計で用いる共通番号を付与することが
比較的容易である。事業所母集団データベー
スを母集団にすることにより，経済センサス
の共通の事業所番号，企業番号がそれぞれの
標本調査でも利用できる。標本調査にあって
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も規模の大きい事業所（企業）は，いずれの統
計調査でも標本に採用されることが多いため
である。つまり，一定規模の事業所（企業）の
場合は，同一調査でのミクロデータリンケー
ジによるパネル化や複数の調査間のミクロ
データリンケージできる可能性が高いことを
示している28）。事業所・企業調査におけるミ
クロデータリンケージを行い，分析している
事例は多くある（川口・神林  2010，周防・古
隅・宮内  2009，松田・馬場・竹村・山本  

2009，村田・伊藤  2016）。
　農林業統計では，共通の事業所番号（企業
番号）が整備されてはいない。しかし，農林
業センサスでは，前回調査とのミクロデータ
リンケージが可能なように，調査客体候補名
簿（あるいは照査表）29）に前回の調査客体の固
有の番号である基本指標番号が付与されてい
る。農家等は，他の産業の事業所と異なり，世
帯に近い性格を有しているものの，農地が
あっての農家なので，一般の世帯に比べて移
動が少なく，農業集落内に固定されているこ
とによって，固有の番号を付与することが可
能となっている。この基本指標番号は，農林
業統計の母集団に付与されているので，農林
業統計の標本調査における共通の客体番号と
しての役割も果たせる。そのため，農林業セ
ンサスを母集団としている標本調査では，基
本指標番号を調査データとして取り込むこと
によって，調査間のミクロデータリンケージ
やパネル化も可能である。

5 ．今後の展望
　これまでの標本調査の統計調査全体の中で
の位置付けを踏まえて，今後の標本調査の発
展性と拡張性について，特にミクロデータリ
ンケージの利用の可能性を高めるための課題
に焦点を当てて述べることとする。
　標本調査は，調査の目的に沿った，データ
の作成，集計を行うことが，本来の役割であ
る。統計調査を取り巻く環境を踏まえれば，

新たな調査を創設することが難しく，既存調
査の活用が求められている。そのような背景
から，既存の統計調査のミクロデータをリン
ケージによって新たな統計を編成することの
意義がある。
　また，経常調査の中で，変動的面をとらえ
る調査に加えて構造的面をとらえる調査を附
帯的に行っている調査があり，これは新規調
査よりも報告者負担や費用が比較的軽くでき
るので，このような取組みも一つの方向性を
示している。さらには，この調査内の 2種類
のデータは，ミクロデータリンケージによっ
て結合して利用できる有用性があり，そうし
た新たな利用を検討すべきであると考える。
　既存の調査を含めて調査データの有効利用
を考えた調査設計が望まれる。上述したミク
ロデータによるデータリンケージを進めてい
くには，調査段階から，新たなミクロデータ
を作成することを想定して，そのための調査
項目の設定，調査票の設計，調査方法の工夫
などを行うのが望ましい。例えば，標本交代
方式をとる調査の異時点間のパネル化のため
に，継続標本の範囲や継続期間を調査設計す
る，複数の標本調査において，共通の調査項
目を追加することが考えられる。経済産業省
企業活動基本調査では，調査設計の段階から
複数の企業調査との間をミクロデータベース
でリンクし，調査項目を相互利用する仕組み
を取っている。パネル化することによって，
事業所（企業）の動態現象の把握が可能にな
る。つまり，事業所（企業）の参入・退出，生
産規模の変化，生産技術の変化などがとらえ
られる。これも，あらかじめミクロデータリ
ンケージすることを想定して調査設計してい
ることで可能になっている。さらに，標本調
査においてミクロデータリンケージを進める
ことを考えるならば，全数調査において，標
本調査のミクロデータのリンケージするため
の基盤としての役割をも追加すべきであろう。
　世帯調査については，事業所・企業調査と
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異なり，統計における世帯や個人の共通番号
は存在しない。ミクロデータリンケージの手
法を活用するには，マイナンバーの制度が統
計調査において利用できるようにする30），ま
たは母集団である国勢調査において共通の識
別番号を整備し，世帯調査全体で利用してい
く仕組みにする必要がある。国勢調査におい
て具体的に考えると，調査のために作成され
る調査区内の世帯名簿を整備し，活用するこ
とが考えられる。ただし，世帯の転出入のた
めに，リンケージできるのは調査区内で移動
せず継続している世帯のみという制約はある。
前述した農林業センサスでは，調査客体が農
業集落内に固定され移動が少ないために，調
査客体候補名簿の利用によってリンケージが
可能になっている。
　また，世帯調査の周期調査では，標本調査
のフレームである調査区が調査間で重複しな
いような措置を取っているので，調査間のミ
クロデータリンケージができる可能性が低い
という問題が存在する。現時点での調査統計
の限界を示している。これは，報告者負担と
データ利用をどのようにバランスするかとい
う課題でもある。この課題については，個々
の標本調査では限界があるので，標本調査全
体の問題としてとらえ，検討されるべきであ
ろう。その検討においては，調査区を管理す
る仕組みを整備し，どの範囲まで調査区を重
複するのを許容するのか，推定する場合を想
定して重複を容認する調査区をどのように選
択するのかを考える必要がある。
　経済センサスをベースとした事業所母集団
データベースが整備されて，事業所母集団

データベースを母集団としていない事業所・
企業調査も事業所母集団データベースにデー
タを提供するシステムが機能するならば，共
通の事業所・企業番号がすべての事業所・企
業において共有されることになる。そうする
と，経済センサスとすべての事業所・企業調
査とがミクロデータリンケージできることに
なる。これは，標本調査においても共通の事
業所・企業番号によって調査客体を特定する
ことができることになる。また，個々の研究
において，ミクロデータリンケージする必要
がなくなり，学術研究においても，ミクロ
データリンケージが可能になる共通の基盤が
整備されることになる。
　事業所母集団データベースが整備され，共
通の事業所・企業番号が共有されて，ミクロ
データリンケージの共通の基盤が整備される
ことを考えれば，行政における業務上の名簿
や台帳から標本を選定している標本調査では，
経済センサスの事業所母集団データベースに
母集団を変更すべきと考える。共通の事業所
番号（企業番号）が付与され，経済センサスを
母集団とするデータ間のデータリンケージが
可能になるので，より有効になると考えられ
る。さらに言うならば，産業分野において，把
握できている分野とできていない分野の識別
が容易になり，統計の網羅性を高めることが
できると考える。そうすることによって，本
稿における事業所・企業調査の体系的整理が
全産業分野に及ぶとともに，事業所・企業調
査の全体的な整理ができ，報告者負担の軽減
にもつながるものと考えられる。
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注

1  ）統計調査の分類については，例えば，松田（1999），廣松・高木・佐藤・木村（2005）
　松井（2008）などにある。
2  ）全数調査と言われる調査でもすべてを調査していない場合がある。例えば，経済センサスでは，農
業，林業，漁業に属する事業所で個人の経営に係るものは調査対象から除外している。工業統計調
査では，従業者規模 3人以下の事業所は調査対象から除外する裾切調査を行っている。また，工業
統計調査は，産業全体ではなく，産業の一分野である製造業に限定されているので，部分的な全数
調査，分野別の全数調査と言える。

3  ）統計調査においては，より正確な値を推定するために，基準となる値（ベンチマーク）を用いて推
定している。具体的な例でいえば，5年ごとに行われる国勢調査から作られる統計は，日本の現在
人口と将来人口の推計の基礎とされており，国勢調査の結果が得られるごとに，これらの推計の基
礎が見直されている。

4  ）世帯・個人を対象とする調査について，一般的に個人を調査する場合も世帯を選んで，その世帯
内の個人を調査しているので，ここでは世帯が最終抽出単位と想定して世帯調査と記述する。

5  ）農林業センサスの農業の調査対象は，旧概念では，個人経営である農家，組織経営である農業事
業体と農業サービス事業体であり，農業事業体と農業サービス事業体は事業所であるが，農家は世
帯でもあり，事業所でもある。2005年からは経営体概念になっており，耕地面積が小さいまたは農
産物の販売額が少ない農家は対象になっていない。

6  ）世帯調査では，単身世帯の扱いが調査によって異なっている。国勢調査では，病院や社会施設に
入院・入所している者や寮・寄宿舎の学生は，一般世帯と区別して施設等の世帯とし，世帯の単位
を棟ごとにしている。このような施設等の世帯を除く調査，全国消費実態調査や家計調査などと，施
設等の世帯という概念はとらず，それぞれの 1人 1人を単身世帯としている調査，就業構造基本調
査や労働力調査などがある。

7  ）世帯と個人では，それぞれ異なる状態として把握することがある。例えば，世帯主の年齢別世帯
と各世帯員の年齢では異なるなどである。

8  ）事業所と企業では，それぞれ異なる状態として把握することがある。例えば，各事業所の産業分
類と事業所の集合体である企業の産業分類は異なるなどである。

9  ）分類として，静態と動態，ストックとフローが考えられるが，3節で体系的整理する場合，この
ような分類では整理するのが難しいと判断し，主にある時点の状態をとらえているものと経常的に
調べることにより，時間とともに変化する状態をとらえるものとに分けることを考えて，「構造的面」
と「変動的面」とした。

10 ）周期調査と考えられる調査でも，中・長期に亘る変動をとらえることは可能であるので，変動的
面も持っている。周期調査の中には，1年前や 5年前の状態をとらえる調査項目を取り入れて，比
較的長い期間の変動をとらえている場合もある。経常調査でも調査時点での構造をとらえることは
可能なので，構造的面も持っている。また，周期調査なのか経常調査なのかを明確に区別すること
が難しい調査がある。例えば，1年周期で調査される場合は，どちらの性格も備えている調査とし
てとらえられる。

11 ）標本調査では基本的には無作為抽出が採用されているが，事業所・企業調査では，行政における
業務上の名簿や台帳から産業における目標カバー率を満たすように規模の大きい調査対象から順
に抽出する場合や従業員数や資本金が一定以上の調査対象を抽出する場合などがある。どちらも規
模の大きい調査対象をカバーすることによって，代表性は担保されているとみなしている。つまり，
母集団復元しないでも，規模の大きい調査客体を調査することにより，ほぼ母集団を推定でき，調
査結果として支障がないとみなしているためである。
　目標カバー率を満たすように，または一定規模以上の調査対象を有意抽出するということは，逆
に言えば一部の調査対象を外すということでもある。一部の調査対象を調査から外して調査する裾
切調査との違いについて，裾切調査はほぼ全数調査で実地調査が困難で，影響が軽微と考えられる
場合に適用している。過去の調査結果や他の統計調査結果から裾切部分をある程度把握していると
考えられる。
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12 ）以前は，5年ごとに農業センサスが，国際連合食糧農業機関（FAO）の10年ごとの世界農林業セ
ンサスの年に農林業センサスが，実施されていたが，2005年からは林業を含めた農林業センサスが
5年ごとに実施されている。

13 ）層内で調査区を抽出し，調査区内で世帯を抽出する場合，調査区を抽出する際に調査区の大きさ
に応じて抽出率を変えると，調査区内の世帯の抽出率も変わるが，調査区と世帯の抽出率を掛け合
わせた抽出率は層内では同じである。

14 ）比推定とは，ある調査の標本からのデータにおける特性xについて，別の特性yを補助変数として
一定の比x/yが考えられ，かつ母集団量Yが得られているときに，母集団量XについてX＝（x/y）×Y
として求められることをいう。

15 ）経済センサスが創設される以前は，事業所・企業の側から産業全体を一括して調査するのは難し
いため，それぞれの産業ごとに調査年次をずらして周期的に把握されてきた。事業所および企業の
全体を把握していたのは，事業所・企業統計調査であったが，母集団把握の側面が比較的強く，実
態把握が十分ではなかった。そのため，事業所・企業統計調査を廃止し，同時期に全産業の実態が
把握できるように，経済センサス－基礎調査と経済センサス－活動調査が新設された。

16 ）令和元年の全国消費実態調査は，全国家計構造調査と調査名を変更して実施している
17 ）各標本調査の概要については，所管府省の報告書およびホームページなどを参照した。
18 ）ユージュアル方式とは，就業状態を平常の活動状態で判定する方法であり，アクチュアル方式は
特定の期間の活動状態で判定する方法である。

19 ）建築物等実態調査は，毎年国勢調査調査区から抽出した調査区内において，調査対象期間内に着
工された建築物および除去建物を対象に，建築物の新設，除去，増築，改築，移転の状況について
調査している。

20 ）社会生活基本調査のうち生活行動の調査では，余暇時間における学習，趣味やスポーツなどの主
な活動の状況を調べ，生活時間の調査では，1週間の生活時間の配分の状況を調べている。

21 ）事業所母集団データベースに記録する統計調査は，平成23年 3月時点において20調査が計画さ
れている（総務省統計局統計調査部経済基本構造統計課  2014）。

22 ）工業統計調査は，経済センサス－活動調査が実施される年では実施されず，経済センサスに組み込
まれている。商業統計調査は，経済センサス－基礎調査の実施年では同時実施している。いずれも経
済センサスを実施するのに用いられる準備名簿を母集団として利用している。
　また，令和元年の商業統計調査は，特定サービス産業実態調査およびサービス産業動向調査（拡
大調査）と統合・再編されて，経済構造実態調査として実施されている。

23 ）個人企業経済調査は，個人企業の経営の実態を明らかにする目的で実施されている。平成14年度
から四半期ごとに個人企業の動向を把握する動向調査票と年 1回の構造的特質を把握する構造調
査票により調査が行われてきた。その後，調査が見直されて，平成31年度から対象産業の拡大（小
売業等の 4産業からほぼ全産業に），標本規模の拡大（約3,700から約37,000に），調査周期の変更
（四半期から年 1回に），調査方法の変更（調査員調査から郵送調査に）がなされた。

24 ）経済産業省生産動態統計調査においては，フレームとして事業所母集団データベースを利用して
おらず，工業統計品目別産業事業所名簿を利用している。商業動態統計調査においては，商業統計
調査の対象事業所を母集団としている。

25 ）照合の手法には，統計的照合と完全照合の 2種類がある。完全照合は，同一調査客体を対象にし
た別々の統計調査から得られるミクロデータを共通の識別項目で照合することである。統計的照合
とは，調査客体の異なる別々の統計調査から得られたミクロデータを組み合わせて，利用可能な情
報を増やす手法である。

26 ）秘匿措置の方法としては，攪乱的手法と非攪乱的手法に分けられる。非攪乱的手法とは，対応関
係を特定しにくくする手法で，具体には識別情報の削除，識別基情報のトップコーディング，識別
情報のグルーピング，リサンプリングなどがある。攪乱的手法は，正確な対応関係を知られること
ができないようにする手法であり，具体的には，スワッピング，誤差の導入などで，ミクロデータ
を加工して，正しくないものにする方法である。

27 ）本稿では，完全照合の活用を考えており，統計的照合の活用は想定していない。統計的照合の活
用を考えていないのは，研究分析において有効であるかもしれないが，データがどこまで確かであ
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るのか不明確だからである。
28 ）規模の小さい事業所（企業）の場合は，通常の標本調査と同じであるので，把握する上での課題が
存在する。たとえば，事業所（企業）が標本になったり，ならなかったりした場合にはデータが揃わ
ないという問題，事業所概念の変更や派遣・出向による従業者概念の変更によって正確なミクロ
データリンケージができない可能性や同一住所に複数の事業所（企業）が存在する場合 2つ以上の
統計調査間で産業分類が異なることなどである。

29 ）調査客体候補名簿（あるいは照査表）は，本調査を行う前に，調査区内で調査対象の漏れや重複な
どがないように調査対象名簿を作成し，農家であるどうかを確認するためのものである。

30 ）現在では，マイナンバーは制度的に統計調査に利用できるようにはなっていない。利用できるよ
うになるには，プライバシー問題など解決すべき課題がある。
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Survey Design and Microdata Potential of Sample Survey in 
the Official Statistics
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Summary

　Sample surveys play a major role in survey systems for official statistics. Here, we reconsider the sample 

survey’s position among all statistical surveys.

　First, we captured statistical surveys from four perspectives based on their characteristics. Then, we ex-

amined how census and sample surveys relate to each other and can be positioned in relation to one another 

within the survey system, and organized systematically. In addition, we tried to organize statistical surveys 

viewed from microdata and to confirm the potentialities of microdata.

　Finally, we used microdata to study the development or extensiveness of sample surveys. We pointed out 

the need for survey design to consider the effective utilization of microdata and the importance of utilizing 

data linkage in establishment and enterprise statistical surveys.
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